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は  し  が  き 

 

我が国の経済は、雇用や所得環境の改善が続くなか、緩やかな回復基調が続い

ており、県内経済につきましても、緩やかに回復しています。 

こうした中、平成28年度の県税収入は、税制改正の影響で法人事業税が増加し

たほか、給与所得の増加により個人県民税も増加し、前年度と比べ約31億円増の

2,303億円となり、５年連続の増収となりました。 

収入未済額は前年度に比べ、個人県民税で２億７千万円余、自動車税等その他

の税目で１億６千万円余それぞれ減少し、ピーク時の平成 21 年度（68 億５千万

円）の 43.3％になりました。また、収入歩合は 98.6％と前年度に比べ 0.2 ポイ

ント改善し、７年連続で上昇しました。 

平成 29 年度の県税収入については、中国及びアジア新興国経済の先行き等、

懸念材料はあるものの、緩やかな回復を続けるものと想定し、ほぼ前年並みを見

込んでおります。 

一方、歳出面では、社会保障関係費の増加等により基金を取り崩す厳しい財政

運営が続くものと見込まれます。自主財源である県税収入確保の重要性がますま

す高まっていることから、引き続き収入未済額の縮減に向けた取組を推進すると

ともに、市町村や長野県地方税滞納整理機構とも連携して、効率的な滞納整理を

進めます。 

さて、本年４月には、地域の強みや特性を最大限に活かした地域振興を進めて

いくため「地域振興局」が設置されました。また、全県的共通性や専門性が求め

られる税務事務については、「県税事務所」として独立し、新たにスタートいた

しました。 

さらには、７月から納税者の皆様の利便性がさらに向上するよう、インターネ

ットを利用する方法やクレジットカードでの納税を可能といたしました。 

 また、税外収入の確保に向けて、「ふるさと信州寄付金」において、寄付金を

活用した事業について広く情報発信をするとともに、長野県ならではのお礼の品

の充実に努めること等により、歳入の確保に取り組んでまいります。 

 

本書は、平成28年度における県税の賦課徴収の実績をはじめ、本県の税務概要

を取りまとめたものです。県税をご理解いただくための資料としてご活用いただ

ければ幸いです。 

 

平成29年10月 

 

                       長野県総務部税務課長 

                          荻 原 浩 文 
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